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　　　　　一般病床の役割、病院・病床の機能分化を議論

　　　　　社保審医療部会、「地域一般病棟」をテーマに
　　　　　             ───────────　厚生労働省　医政局
　　　　　疾病管理システム導入に補助金等のインセンティブを
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　　　　　医療の質向上と経営の効率化が必須
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　　　経営データベース
　　　　　ジャンル：労務管理　サブジャンル：パート・派遣職員
　　　　　パートタイム職員の賃金引き下げ
　　　　　労働契約を反復更新してきたパート職員の雇い止め


　厚生労働省医政局は３月９日、社会保障審議会の医療部会を開き、医療提供体制のあり方で「一般病床の機能分化」などを中心に議論した。病床は、医療法第７条第２項第１号から第５号までにおいて、「精神病床」「感染症病床」「結核病床」「療養病床」「一般病床」に区分されており、また各病床区分については、人員配置や必置施設、病床面積、廊下幅などの基準が設けられている。

　一般病床について全日本病院協会は、「地域一般病棟」を提唱している。地域一般病棟の機能として、地域での軽度、中等度の急性疾患患者の受け入れ、急性期病棟からの亜急性期患者の受け入れ、地域の在宅医療・介護保険施設等のネットワーク支援の３点を挙げている。ただし、機能を広めているためこれらは地域での中小病院の役割と重なるとも説明し、機能を分けると非常にやりづらい面が出てくるので、地域でうまく連携が取れないのではないかと指摘している。

　全国自治体病院協議会は、例えば県境にあるような医療圏（100床以下の病院）の多くはこれに該当する旨を指摘し、そこで一般病床の機能分化を進める場合、医療法改正と診療報酬改定の手当てが必要との認識を示した。日本看護協会は、一般病床の患者の入院期間は各自各様である点を指摘したが、一般病床を再度機能分化することに対しては賛成の旨を表している。

　医療施設別（一般病院、特定機能病院、療養病床を有する診療所）にも、病床区分別の人員配置基準が定められている。病院・病床機能を巡る現状には、（１）病床区分における医療提供体制の機能分担が不明確、（２）国際的にみた医療従事者の少なさ、（３）医療機関・スタッフの業務における負荷増大、（４）急性期治療を経過した患者の後方支援機能不足が課題として挙げられている。そのため、「一般病床について、果たす役割、有する体制等に応じて機能を分化すべきではないか」、「医療資源の集中投入がより必要な重症患者等への急性期医療の機能強化、急性期医療から引き継ぐ病床確保の必要性」などが論点となっている。

　日本薬剤師会や日本病院会からは、機能分化が進めばそこに必要な要員がおのずと出てくるという意見や、人員配置を厚くしなければならない高度な病棟をまず区分けすることが現実的、などの意見が出された。

　政府は３月８日、高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（ＩＴ戦略本部）の医療情報化に関するタスクフォースを開き、地域連携ネットワークの拡大や、疾病管理システム、遠隔医療などを中心に議論を行った。

　地域連携ネットワークについては、既存の中核病院を中心としたネットワークではコストや利便性の面から限界があるため、都道府県単位で共通データベースを構築・運営し、広域ネットワークを一元管理すべきという指摘がある。情報管理を行う都道府県の組織として、自治体、医師会、保険者が参加する「地域協議会」が提案されている。この日は、事務当局から地域協議会同士の連携に関する考え方として、県内の情報連携ネットワークとは別個に、地域協議会を結ぶ情報連携ネットワークを設けることが有効、都道府県を超えた連携でも重複しないような患者IDの付与・管理を検討する、などが新たに示されている。

　また、疾病管理システムについては、導入・運営にコストがかかるため、導入等へのインセンティブを設けるべきではないか、との考え方が出されている。そのインセンティブ付与方法としては、診療報酬と補助金の２つが考えられ、また付与対象としては、「情報連携の行為」と「連携システム」の２つが挙げられている。
 


病院の施設数は前月に比べ
５施設の減少、病床数は
５６７床の減少。

一般診療所の施設数は
５３施設の減少、病床数は
４８６床の減少。

歯科診療所の施設数は
２３施設の減少、病床数は
増減無し。

	
	施設数
	増減数
	
	 病床数 
	増減数

	
	12月
	11月
	
	
	12月
	11月
	

	総数
	176 899
	176 980
	△　81
	総数
	1 728 402
	1 729 455
	△　1 053  

	 病院
	8 665
	8 670
	△　5
	 病院
	1 592 527
	1 593 094
	△　567  

	　 精神科病院
	1 083
	1 083
	0 
	　 精神病床
	346 748
	346 764
	△　16

	　
	　
	　
	　
	　 感染症病床
	1 798
	1 798
	0  

	　 結核療養所
	1
	1
	0  
	　 結核病床
	8 036
	8 068
	△　32  

	　 一般病院
	7 581
	7 586
	△　5
	　 療養病床
	332 547
	332 892
	△　345

	　 療養病床を有する
　 病院（再掲）
	3 961
	3 964
	△　3
	　 一般病床
	903 398
	903 572
	△　174  

	　 地域医療支援病院
　（再掲）
	293
	293
	0  
	
	　
	　
	　

	 一般診療所
	99 836
	99 889
	△　53  
	 一般診療所
	135 751
	136 237
	△　486  

	　 有床
	10 514
	10 560
	△　46  
	
	　
	　
	　

	　　　療養病床を有する
　　　一般診療所（再掲）
	1 466
	1 476
	△　10
	　 療養病床（再掲）
	14 882
	14 990
	△　108

	　 無床
	89 322
	89 329
	△　7
	
	　
	　
	

	 歯科診療所
	68 398
	68 421
	△　23  
	 歯科診療所
	124
	124
	0  



	
	病院
	一般診療所
	歯科診療所

	
	施設数
	病床数
	施設数
	病床数
	施設数

	総数
	8 665 
	1 592 527 
	99 836 
	135 751 
	68 398 

	　国　厚生労働省
	14 
	6 516 
	29 
	 - 
	 - 

	　　　独立行政法人国立病院機構
	144 
	56 136 
	 - 
	 - 
	 - 

	　　　国立大学法人
	48 
	32 813 
	128 
	 - 
	2 

	　　　独立行政法人労働者健康福祉機構
	34 
	13 225 
	8 
	 - 
	 - 

	　　　国立高度専門医療研究センター
	8 
	4 903 
	 - 
	 - 
	 - 

	　　　その他
	26 
	3 926 
	436 
	2 274 
	1 

	　都道府県
	234 
	61 808 
	241 
	131 
	11 

	　市町村
	701 
	151 602 
	3 102 
	2 690 
	272 

	  地方独立行政法人
	54 
	23 370 
	10 
	 - 
	 - 

	　日赤
	92 
	37 273 
	207 
	19 
	 - 


	　済生会
	80 
	22 214 
	49 
	10 
	 - 

	　北海道社会事業協会
	7 
	1 871 
	 - 
	 - 
	 - 

	　厚生連
	112 
	35 923 
	67 
	79 
	 - 

	　国民健康保険団体連合会
	 - 
	 - 
	 - 
	 - 
	 - 

	　全国社会保険協会連合会
	51 
	14 082 
	2 
	 - 
	 - 

	　厚生年金事業振興団
	7 
	2 800 
	1 
	 - 
	 - 

	　船員保険会
	3 
	786 
	14 
	10 
	 - 

	　健康保険組合及びその連合会
	13 
	2 713 
	377 
	10 
	4 

	　共済組合及びその連合会
	46 
	14 927 
	206 
	10 
	9 

	　国民健康保険組合
	1 
	320 
	13 
	 - 
	 - 

	　公益法人
	390 
	93 767 
	897 
	598 
	155 

	　医療法人
	5 725 
	852 887 
	36 177 
	88 968 
	10 758 

	　私立学校法人
	108 
	54 725 
	177 
	115 
	15 

	　社会福祉法人
	185 
	33 058 
	7 451 
	342 
	25 

	　医療生協
	83 
	14 142 
	324 
	283 
	44 

	　会社
	64 
	13 168 
	2 190 
	36 
	17 

	　その他の法人
	36 
	6 264 
	439 
	246 
	78 

	　個人
	399 
	37 308 
	47 291 
	39 930 
	57 007 



■病院病床数

■病院及び一般診療所の療養病床数総計
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諸外国とのデータ比較に見る日本医療の現状
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ＯＥＣＤが公表した医療制度の課題と提言
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高齢者医療制度の再構築と運用
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機能分化と連動する介護職員の医療行為拡大
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　日本の医療制度は、高い質と技術の提供、そしてフリーアクセスの確保を併存するシステムといわれてきました。ＯＥＣＤが公表した「対日経済審査報告2009年度版（2009,ＯＥＣＤ Economic Survey of Japan）」でも、「日本の医療制度は幾つもの点で優れており、様々な指標においてＯＥＣＤ加盟国の最上位近くに位置する日本人の優れた健康状態に寄与していると同時に、医療支出のＧＤＰ比率を加盟国の平均以下に抑えている。加えて、国内全ての医療機関へ普遍的なアクセスを提供することを原則としている。」と評価されています。

　しかし、一方で、「医療制度は幾つかの重要な課題に直面している」と分析して、下記の課題が指摘されています。

■日本の医療制度が直面する課題　～ＯＥＣＤ「対日経済審査報告2009年版」

	●所得アップ、技術の進歩、高齢化の急速な進展等の要因が医療支出の増加圧力に
●医療サービスの「質」に対する不満の高まり
●分野により供給不足等の不均衡が存在する（例：救急医療、小児医療）
●医療保険料の未払あるいは滞納者の割合増加による国民皆保険制度維持への影響



■ＯＥＣＤによる医療制度に関する主な提言　～「対日経済審査報告2009年版」より

	（１）「医療経営の効率性はどのようにして高められるか」

●経営の効率性を追求せよ
　●高齢者向けの長期介護の担い手は病院から適切な介護施設や在宅介護への変更を促進

　●診療回数の減少や入院日数の短縮のため、医師や病院への報酬制度を改善する

　●後発医薬品を保険給付の標準規格にすることにより利用を拡大

（２）「医療の質はどのようにして改善できるか」

●医療サービスの質的向上
　●日本における臨床試験費用低減による「ドラッグ・ラグ」「医療機器ラグ」の短縮
　●公的医療保険にカバーされない治療を受けやすくすることの混合診療の範囲拡大
●救急医療や小児医療等の不足解消
　●診療報酬設定において、より綿密な方法が取られるべき医師が個別の治療行為に要する時間等を示す費用分析に基づいて設定する等

●相対的貧困上昇の中での国民皆保険の確保
　●非正規労働者の企業組合健康保険制度への加入拡大

　●低所得世帯に対する医療保険の実質的恩恵の確保


（１）経営の効率性を追求せよ
　2000年以降、診療報酬を7.5％も削減しているにも関わらず、近年、医療支出は顕著に増加しており、医療費の86％以上が公費（含む保険料）によって支払われる状況が、財政状態を悪化させています。現行の枠組みと医療需要パターンを前提とした場合、医療支出は、高齢化要因等によって2025年までにＧＤＰの２％程度増加すると予測されることから、病院を対象に下記の提言を行なっています。
	①平均入院日数の短縮：日本はＯＥＣＤ諸国平均の４倍以上
②「診断分類群包括支払（ＤＲＧ）」方式への移行縮：ＯＥＣＤ諸国の約３倍
③病院や診療所の管理者を医師に限定している規制を廃止
④後発医薬品を報酬支払の基準とする


（２）医療サービスの質的向上

　診療報酬や薬価、医療機器の価格が引下げられる度に、医療サービスの質に対する懸念は高まりました。一つの大きな課題は、「ドラッグ・ラグ（新薬承認の遅延）」です。この改善のために、ＯＥＣＤは下記の提言を行なっています。

	①審査プロセスの迅速化
②臨床実験費用を低下させることによる製造者の努力の支援
③適切な償還水準の確保


　また、混合診療の禁止については、これによって患者を保険対象外の新薬や新たな治療を選択することから遠ざけていますから、範囲拡大を認めることで、新たな医療サービスへのアクセスが促され患者の満足度が高まり、公費負担の軽減につながるかもしれません。しかしながら、保険適用外の医薬品や治療の拡大によって、必要な治療は全て含むべき医療保険の質が損なわれるべきではないと提言しています。
（３）救急医療や小児医療等の不足解消
　救急医療や小児医療といったいくつかの分野での供給不足に見舞われています。これは診療報酬設定上の問題を反映しています。保険に含まれる何千もの治療の報酬と１万を超える医薬品の価格改定に際しては、例えば、「医師が個別の治療行為に要する時間等を示す費用分析に基づいて設定する」といった、より綿密な方法が取られるべきであると提言しています。

（４）相対的貧困上昇の中での国民皆保険の確保
　非正規雇用者を被用者医療保険に加入させる取り組みの推進、また、低所得者層が実際に医療保険の適用を受けられる機会を確保することによって、医療サービスを受けられる人数が増えることを期待するとしています。



　2008年度から施行された「後期高齢者医療制度」は、廃止方針を掲げた民主党を中心とする政権樹立によって、新たな高齢者医療制度の設計と抱き合わせで、「制度廃止」の方針が示されています。2010年度診療報酬改定においても、関連する診療料が削除されるなど、新たな制度設計に向けての取り組みが進められています。
■後期高齢者医療制度の医療費負担の仕組み（2008年度推計）

●対象者数：75歳以上の後期高齢者　約1,300万人

●後期高齢者医療費：11.4兆円（給付費 10.3兆円＋患者負担 1.1兆円）



（１）制度設計上で論点とすべきもの　～高齢者医療の本質的課題

　高齢者医療制度は、社会の高齢化に伴う医療費増加をどのように扱っていくのかを認識した制度構築が必要です。新制度設計および構築に際しては、高齢者の生活の質を重視する視点は不可欠であり、国民皆保険の維持と医療の質向上に向けて、適切な負担と医療費の効率化の議論が期待されるところです。

■新制度の方向性　～厚生労働省・高齢者医療制度改革会議「中間とりまとめ案」

	●加入する保険制度は年齢で区分しない
●高齢者保険料の伸びを抑制する仕組みの構築
●世帯主以外の高齢者は国保保険料の納付義務がない
●特定健診・保健指導は各保険者に義務付け




（１）モデル事業の成果　～参加施設が公開する実践のポイント
　2010年４月より厚生労働省通知によって認められるようになった特別養護老人ホームの介護職員による医療行為の実施に先立ち、2009年度に厚生労働省が委託事業として行ったモデル事業として、試験的に一部の特別養護老人ホームで、介護職員による口腔内吸引と経管栄養が実施されました。

　このモデル事業を踏まえて、本年度からは「特別養護老人ホームにおける看護職員と介護職員によるケア連携協働のための研修事業」が実施されています。

　また、モデル事業に参加した特別養護老人ホーム「新鶴見ホーム（横浜市）」が、介護職員による医療行為実施に向けて成功するための工夫やその成果などを示しています。

■看護職員と介護職員の円滑な連携のためのポイントと実践の成果

	●同フロアの看護・介護職員間で研修を実施　⇒　親近感
●年齢・経験年数の近い職員の選出　⇒　相互に相談しやすい関係づくり
●熱意ある職員の選出　⇒　意欲的な研修取り組みへの期待
●介護職員・生活相談員・看護職員が同一ステーションで業務　⇒　良好な連携
●実技ガイドライン手順書に各利用者に合わせた留意事項を追加　⇒　実用性確保




　特別養護老人ホームのみならず、介護職員の医療行為が拡大される方向にある以上、介護職員に対する医療行為の研修は不可欠かつ重要なものだといえます。看護職員との連携と協力・協働を推進するため、相互に高齢者ケアに必要な知識と技術を習得して、現実と向き合う取り組みが求められます。


経営データベース 

パートタイム職員の賃金引き下げ
当院では、業績が年々悪化しているため、次の契約更新時から徐々にパートタイマーの看護職員の時給を引き下げたいと思っています。これは違法となるのでしょうか。

　　　　　　パートタイム職員本人の同意を得れば、時給を引き下げても必ずしも違法とはなりません。ただし、引き下げた後の時給は最低賃金を下回ってはいけません。

　契約期間を定めて雇用しているパートやアルバイトなどの職員について、労働契約を更新する場合には、定めた契約期間が満了した後に、新たな労働条件によって労働契約を締結することになるため、その際、賃金（時給）の切り下げを行っても必ずしも違法とはなりません。

　これは、更新に当たって、従前の労働契約はいったん破棄され、新しい労働契約が締結されることになるからです。

　ただし、更新手続（更新の都度、新たな労働条件を提示して労働契約の再締結をする等）を行わず、契約期間が満了したときに自動的に契約を更新しているような場合には、「期間の定めのない労働契約」とみなされますので、賃金引き下げに合理的な理由があるか、または個々の職員の同意を得るかのどちらかが必要とされています。
　また、パートタイマー等の労働契約を労働者にとって不利益な内容に変更する際にも、高度の合理性があると認められなければ、個々の労働者から個別の同意を得ることが求められます。
　なお、労働者にとって不利益な内容となる就業規則の変更をめぐり、その理由と内容の合理性に関する考え方を示した判例があります。
◆昭和63年2月16日最高裁第三小法廷判決
	　就業規則の変更理由の合理性、変更内容の合理性、代替措置の状況、社会的相当性などを総合的に判断した上で、「特に、賃金、退職金など労働者にとって重要な権利、労働条件に関し実質的な不利益を及ぼす就業規則の作成または変更については、当該条項が、そのような不利益を労働者に法的に受忍させることを許容できるだけの高度の必要性に基づいた合理的な内容のものである場合において、その効力を生ずるものというべきである」


　このように高度の合理性があれば、変更が労働者にとって不利益なものであっても、変更後の労働条件が適用されることになります。このなかには、変更に反対した労働者も含まれます。
経営データベース 


労働契約を反復更新してきたパート職員の雇い止め
３ヵ月契約で雇用するパート介護職員に対して、希望者は全員契約を更新してきましたが、今後は、パートタイマーを削減したいと思っています。１０年以上にわたり反復更新してきたパート職員を契約満了時に雇い止めすることはできるのでしょうか。


　　　　　　　雇用契約を反復継続して更新している場合には、「期間の定めのない契約」とみな

　　　　なされますので、契約期間の満了として雇い止めをすることはできません。
この場合は、所定の解雇予告手続が必要となり、さらに解雇について合理的な理由がない場合には、解雇権の濫用として扱われますので注意が必要です。

　現在のところ、期間の定めのある契約の反復更新が、どの時点および状態から実質上期間の定めのない契約になるとされるのかについて、明確な基準は示されていません。

　そこで、短時間労働者の雇用管理改善のために措置を講ずる場合の考え方を示した「パートタイム労働指針」では、労働契約の更新に関し、「引き続き１年を超えて使用するに至った短時間労働者の労働契約を、更新することなく期間の満了により終了させるときは、少なくとも30日前にその予告を行なうよう努めなければならない」ものとしています。
◆パートタイム労働指針の考え方＜抜粋＞～期間の定めのある労働契約

　労働基準法に基づき定められた有期労働契約の締結、更新及び雇止めに関する基準（平成１５年厚生労働省告示第３５７号）の定めるところにより、次に掲げる措置を講ずるものとする。
	①　雇止めの予告

少なくとも当該契約の期間の満了する日の３０日前までに、有期労働契約を更新しないことの予告をするものとする。 

②　解雇の予告 　

１）労働基準法の定めるところにより、少なくとも３０日前に解雇予告をするものとする。これをしない事業主は、３０日分以上の平均賃金を支払うものとする。 

２）１）の予告日数は、１日について平均賃金を支払った場合においては、その日数を短縮することができる。
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一般病床の役割、病院・病床の機能分化を議論


社保審医療部会、「地域一般病棟」をテーマに
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疾病管理システム導入に補助金などのインセンティブを


～高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部
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医療施設動態調査


（平成２２年１２月末概数）




















１　種類別にみた施設数及び病床数














２　開設者別にみた施設数及び病床数














参　　考





病床（千床）





病床（千床）





ジャンル： 医療制度
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ＯＥＣＤが公表した医療制度の課題と提言　
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日本の医療制度が直面する課題　














ＯＥＣＤによる日本の医療制度に関する提言　
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高齢者医療制度の再構築と運用








新たな高齢者医療制度の設計開始　

















公費（約5割）＜国：都道府県：市町村＝4：1：1＞





高齢者保険料（1割）





後期高齢者支援金（現役世代保険料：約4割）








患者


負担





被保険者（75歳以上）





各医療保険の被保険者（0～74歳）





口座振替


銀行振込





年金から


天引き





社会保険診療報酬支払





医療保険者





一括納付





交付





後期高齢者医療制度が反発を受けた背景と本質的課題　

















機能分化と連動する介護職員の医療行為拡大　
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介護職員の医療行為拡大　～成功のための実践ポイント　

















医療行為の実施





実施の成果





●モデル事業参加職員だけでなく、周囲の職員の姿勢が積極的に


●批判的意見を持っていた職員が受け入れの意向を示すようになる


●実施している場面の見学にくる職員が増えた　　　　　　　　　等の変化
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ジャンル：　労務管理　＞　サブジャンル：　パート・派遣職員　
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ジャンル：　労務管理　＞　サブジャンル：　パート・派遣職員　
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30日以上前に雇い止めの予告





雇い止め（解雇）





解雇予告手当の支払い





雇い止め（解雇）








契約期間満了の通知





雇い止め（契約期間の満了）








MAGAZINE








医業経営








週刊





2011．3.23発行








PAGE  
2

